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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに    
バブル経済崩壊以降、経済状況の不安定が原因

で国や地方の財政事情も圧迫されて来ており、都

市・地域基盤施設整備への投資財源も厳しい制約

を受けている。このような状況の下では、限られ

た財源の中、必要な都市整備事業を効果的･効率

的に促進し、更なる発展をどのように進めていく

かは、従来にも増して大きな課題となってきてい

る。 )1  

本論文では、地方の中核的都市の健全な発展を

めざして計画されるとともに、事業化され、実施

される各種の社会基盤整備事業や都市開発事業

の主要な事業効果を財政という側面から捉えて

分析した研究に関して論じる。ここでは、現在都

市開発･整備が促進され人口も順調に増加してい

る滋賀県草津市を対象に、先述のように公共事業

の実施によってもたらされる地域社会発展・経済

振興等の効果とそれに伴う税収増加を、都市内の

財政シミュレーションモデルとして現象合理的

に捉え、これを活用してこれらへの事業投資が事

業目的に対して効果的で効率的あるかどうかを

判断する方法を提案するとともに、この方法を経

年的に事業推進をコントロールしていくという、

都市･地域マネジメント的な観点から方法論を構

築し実証する事を論じている。 

２．財政シミュレーションシステムの基本概念２．財政シミュレーションシステムの基本概念２．財政シミュレーションシステムの基本概念２．財政シミュレーションシステムの基本概念 

（１）財政シミュレーションシステムの   

位置付け 

 はじめに、財政シミュレーションシステムを構

築するに当たって、重要な課題は次の３点である

と考えた。 

 第一に、地方自治体として財政の破綻を防ぎ、

住民の生活水準を保ち且つニーズをできる限り

反映できるシミュレーションシステムである事。

第二に、限られた投資財源を各種プロジェクトに

投資した時の自治体へ与える財政的影響を予測

できるツールにする事。第三に各プロジェクトを

行う上で、プロジェクト間における影響も考慮で

き、その上での整備順序を検討できるツールとす

る事。以上３点である。 

 

（２）財政シミュレーションシステムの概要 

図―1 は地方都市における都市財政と開発事業
間の関係を表したものである。 
近年、地方都市圏における都市・地域計画の重

要性はますます高まってきているが、理論的・実

証的な研究が進んでいる大都市圏と比べると、地

方都市圏を対象とする地域整備計画の立ち後れ

は明白である。とりわけ限られた投資財源のもと

で公共投資を行わなければならない地方都市に

とって投資財源を有効に活用し、その整備計画に

基く投資の効果の確保を裏付け、かつ明確化する

ことが重要である。 
そこで本研究では、投資財源に乏しい地方都市

の活性化、都市的魅力の創出等を実現していくた

めに、効果的で効率的な地方都市開発計画を検討
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TR(t):t期の固定資産税　TC(t)：t期の市町村民税個人分　
TCO(t)：t期の市町村民税法人　
HMC(t):t期の人に対しての経常経費　
MMC(t):t期の施設に対しての経常経費　
OC(t):t期の商業販売額
O２(t):t期の工業生産額 IN(t):t期の所得　
E(t):t期の従業者数　P(t):t期の人口
SS2(t):t期の2次産業ストック　SS3(t):t期の商業ストック　
SS3S(t):t期のサービス業ストック
NO2(t):t期の全国商品需要　SSL(t):t期の生活基盤ストック
SSS(t):t期の文化学術基盤ストック
SSC(t):t期のコミュニケーション基盤ストック　　
SSR(t):t期のリゾート･リクリエーション基盤ストック

するとともに、これらの地方都市開発事業が自治

体財政へ及ぼす影響を分析し、計画の実行可能性

を確保しておくことが重要と考えた。 

図－１ 都市財政と開発事業の関連構造 

以上のことから、地方自治体における現状の財

政システムを詳細に分析・整理し、それらに基づ

き基礎に現実の地方財政の枠組みをシステムとし

て捉えた財政シミュレーションシステムの開発を

行うこととした。 

３．財政シミュレーション分析３．財政シミュレーション分析３．財政シミュレーション分析３．財政シミュレーション分析    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－２ 財政シミュレーションの概要図 

本研究では、図―2 に示すような関連構造から
モデルを構築してシミュレーション分析を行い、

都市計画における盛り込まれた施策に関して考

察を行うこととした｡ 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 市民税・固定資産税の実績値と  

推定値の比較 
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図－４ 整備前後市民税の変動 

そして、図－３、４に滋賀県草津市のプロジェ

クト適用計算結果の一例を示した。この結果から、

ここで開発した財政シミュレーションモデルに

よって財政フロー現象を合理的に表現できると

ともに、事業への投資効もほぼ的確に把握できる

と判断した。しかし、この計算方法は、そのまま

では複数あるプロジェクト間の影響関係や事業

レベルでの整備順序を考察する事はできない。プ

ロジェクト間の影響関係を取り入れたスケジュ

ーリングモデルをこの財政シミュレーションシ

ステムに融合させていきたいと考えている。 
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定式化定式化定式化定式化    

ここでは､図－３に示す考え方のもとに設定さ

れる最も基本的な整備順序が､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをｱｸﾃｨﾋﾞ

ﾃｨとしたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾈｯﾄﾜｰｸとして与えられている

ものとして以降の定式化を展開していく。 
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図－５ 都市基盤施設の整備順序方針 
 まず､各種ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施に際しては､全体ｺｽﾄ

を最小化にしたいという行政側の意図が存在す

るものと考えた｡そして､このような問題は、投資

可能財源の制約の下で、全てのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをできる

限り早期に実施へと移す問題と同義となる。結果

として全体のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ期間の最小化問題に帰着

することがわかる｡つまり、行政はその時の財政

規模に応じたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの投資を行うことが現

実的であるが､この場合問題となるのはその返済

規模である｡このため､ここでは単年度返済費用

の上限を､当該年次の投資的財源との関係のもと

十分考慮することとする｡また､行政はこの他も

いくつかの計画達成目標を有しているものと考

えられるが､ここでは｢各年度ごとに目標人口規

模があり､その際各産業の就業人口比率は､目標

する最低構成比率以上でなければならない｡また､

各産業の分配所得は前年度に対して低下させな

い｣という達成目標が存在するものと考え､これ

を制約化することとした｡ 
 ここで､ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾈｯﾄﾜｰｸｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ問題として､

以上の問題を定式化すると以下のようになる。 
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 ここで、 λ ：全プロジェクトを通しての実施期間， i

lδ ：プロジェ

クト i が l 年次に実施していれば 1、そうでなければ 0 を表すクロネ

ッカーデルタ，
i
l'δ ：プロジェクト i が 'l 年次に返済が必要であれ

ば 1、そうでなければ 0を表すクロネッカーデルタ， iZ ：プロジェクト

i の必要実施年数， iz ：プロジェクト i の設定返済年数， )(th ： t
年次における住宅資本ストック， a ：1 人当りの平均住宅床面積，

)(tP ： t 年次の総人口， i
t i

r '' ： it '' 年次にプロジェクト i を開始し
た場合の単年度返済費用， e ：利子率， b ：物価上昇率， iC ：現

在（0 年次）価値で見積もったプロジェクト i の総費用， )'(tM ： 't
年次の投資的財源， tP ： t 年次の達成目標人口， )(tPj ： t年
次における j 業種（第 j 次産業）の就業人口， jα ：目標設定さ

れた全就業人口に対する第 j次産業就業人口の最低構成比率，
)(tW j ： t 年次における第 j 次産業就業者の分配所得，
)(tQk ： t 年次における k 種類の社会資本ストック， ikq ：プロジ

ェクト i の経営が成立するために最低限必要と予測される k 種類
の社会資本ストック， ip ：プロジェクト i の経営が成立するために
最低限必要と予測される人口規模， 'iiR ：プロジェクトネットワーク

における可達行列の構成要素，を表す。 

なお、上記定式化における )(th 、 )(tP 、 )'(tM 、 )(tPj 、

)(tW j 、 )(tQk の値は、後述するシミュレーションモデルによって

求められることとしている。 

なお、上記定式化における )(th 、 )(tP 、 )'(tM 、 )(tPj 、

)(tW j 、 )(tQk の値は、後述するシミュレーションモデルによって

求められることとしている。 
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 以上のような、マルチプロジェクトプランニン

グ・スケジューリングモデル（MPPS）と既存の財

政シミュレーションシステムを図－４のように

融合させる事によって、経年的に自治体における

複数のプロジェクトを事業計画ごとに事業推進

コントロールしていくという、都市･地域マネジ

メント論的な観点からのシミュレーションモデ

ル分析が実現できると考える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ MPPS と財政シミュレーションシス

テムの融合の基本構想図 

６．おわりに６．おわりに６．おわりに６．おわりに    

 本研究では、滋賀県草津市に想定したプロジェ

クト代替案をもとに財政シミュレーション分析

を行った｡これを基に MPPS の必要性を見出し、
今後の課題として、MPPSと財政シミュレーショ
ンシステムの融合化を実現し、自治体における全

てのプロジェクトを、財政の観点から最適なスケ

ジューリングを経年的にコントロールでき提案

できるツールの構築を目指していきたいと考え

る。 

参考文献 

１）遠藤宏一：地域開発の財政学，大月書店,1994 

２）春名攻,滑川達：｢ﾈｯﾄﾜｰｸ工程表の構造特性分

析と最適工程計画ﾓﾃﾞﾙ構築に関する研究｣建設ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ研究･論文集 vol.4,土木学会建設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ委

員会,1996 

３）春名 攻：これからの都市づくりの計画論と

都市地域マネジメントの考え方、講演集....1994 

財政シミュレーション　財政シミュレーション　財政シミュレーション　財政シミュレーション　
システム　　　　　　　　　システム　　　　　　　　　システム　　　　　　　　　システム　　　　　　　　　
財政の現象をつかむため
のモデル

MPPSMPPSMPPSMPPS

計画の最適化を行うモデル
アウトプットデータ
・投資的財源
・特別事業補助金

・工期
・社会基盤整備量

アウトプットデータ

地域ポテンシャル向地域ポテンシャル向地域ポテンシャル向地域ポテンシャル向
上などの各アウトプッ上などの各アウトプッ上などの各アウトプッ上などの各アウトプッ
トデータの変化を各トデータの変化を各トデータの変化を各トデータの変化を各
モデルに１年ごと反モデルに１年ごと反モデルに１年ごと反モデルに１年ごと反
映する映する映する映する

制約条件

制約条件

ハイブリッド型

財政シミュレーション


